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だれもが願う、大震災や風水害等による被害が発生しないこと。

地震や台風などが発生しても、怪我をしないこと、そして、家族が助

かること、自宅が無事であること。 

しかし、平成７年１月 17 日に発生した「阪神・淡路大震災」では、

淡路島北部を震源とするマグニチュード 7.3、最大震度７の地震によ

り、死者 6,434 人、行方不明者３人、負傷者 43,792 人という極めて

深刻な被害をもたらした。また、平成 23 年３月 11 日の東日本大震

災では、宮城県沖約 130 キロを震源に発生した国内観測史上最大規

模となるマグニチュード 9.0 の巨大地震と、太平洋沿岸各地に押し

寄せた大津波による未曽有の大災害となり、東京電力福島第一原子

力発電所では大量の放射性物質を放出する重大な原発事故にもいた

り、多くの方々が甚大な被害を受けた。 

その後も、平成 27 年関東・東北豪雨、平成 28 年熊本地震、平成

30年北海道胆振東部地震、令和元年東日本台風など未曽有の災害が、

多発し大きな被害に見舞われている。 

決してこのような災害の記憶を風化させてはならず、稲城市とし

て、震災など大規模災害による被害を軽減するため本計画を定める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東日本大震災における救援活動状況（福島県相馬市） 消防本部職員 8名を派遣 

 
ガレキからの捜索活動 

捜索活動状況 



 

 

○過去の主な地震被害 

我が国は、災害を経験する度に、それを教訓に災害対策を強化してきた。昭和 34 年

の伊勢湾台風を契機に、「災害対策基本法」が昭和 36 年に制定された。それ以後も、

昭和 53 年の宮城県沖地震を契機とする「建築基準法」の改正など防災体制の充実・

強化に取り組んできた。 

しかし平成 7年の阪神・淡路大震災は死者・行方不明者 6,437 人以上という極めて

深刻な被害をもたらし、地震動による建築物の倒壊等の被害も甚大であった。この教

訓を踏まえ、「地震防災対策特別措置法」、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」、

「災害対策基本法」の一部改正等各種法令の制定・改正、防災基本計画の大幅な修正、

耐震の強化、初動対応の強化等様々な分野における災害対策の充実・強化が図られた。 

平成 23 年の東日本大震災ではマグニチュード 9.0 という我が国の観測史上最大の

地震が発生し、10ｍを超える大津波、レベル7の原子力発電所事故を引き起こすなど、

死者・行方不明者は 21,839 人以上にも及んでいる。平成 28 年に発生した熊本地震や

令和元年東日本台風など近年全国各地で発生した大地震等の教訓から災害対策を取

巻く最新の動向を踏まえ大災害を検証し、教訓の総括を行ったうえで、災害対策全般

の見直しが急務となっている。 

 

 これまでの主な地震災害 

地震・災害名 

阪神・淡路 

大震災 

H7.1.17 発生 

Ｍ7.3 

５時 46 分 

東日本大震災 

 

H23.3.11 発生 

Ｍ9.0 

14 時 46 分 

平成 28 年 

熊本地震 

H28.4.16 発生 

Ｍ7.3（本震） 

１時 25 分 

死者・行方不明者

（人） 
6,437 22,288 273 

負傷者（人） 43,792 6,233 2,809 

火 災（件） 293 330 15 

建物全壊被害

（棟） 
104,906 121,996 8,667 

最大避難者数

（人） 
300,000 超 約 470,000 196,325 

出典：「阪神・淡路大震災について（確定値）（平成 18 年５月 19 日、消防庁）」、「令和 2年 3

月 10 日 平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第

160 報）」、「平成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震（熊本地震）に係

る被害状況等について（内閣府平成 31 年４月 12日 18 時 00 分現在）」その他、内閣府

ホームページより 

  



 

 

○東京の被害想定（冬の夕方 18時・風速８ｍ/秒） 

   【首都直下地震】    【海溝型地震】  【活断層で発生する地震】 

   
東京湾北部地震 

（M7.3） 
 

多摩直下地震 

（M7.3） 
 

元禄型関東地震 

（M8.2） 
 

立川断層帯地震 

（M7.4） 

          

人 

的 

被 

害 

死者 約 9,700 人  約 4,700 人  約 5,900 人  約 2,600 人 

原 

因 

別 

揺れ 約 5,600 人  約 3,400 人  約 3,500 人  約 1,500 人 

火災 約 4,100 人  約 1,300 人  約 2,400 人  約 1,100 人 

負傷者 

（うち重傷者） 

約 147,600 人  約 101,100 人  約 108,300 人  約 31,700 人 

(約 21,900 人)  (約 10,900 人)  (約 12,900 人)  (約 4,700 人) 

原 

因 

別 

揺れ 約 129,900 人  約 96,500 人  約 98,500 人  約 27,800 人 

火災 約 17,700 人  約 4,600 人  約 9,800 人  約 3,900 人 

物

的

被

害 

建物被害 約 304,300 棟  約 139,500 棟  約 184,600 棟  約 85,700 棟 

原 

因 

別 

揺れ 約 116,200 棟  約 75,700 棟  約 76,500 棟  約 35,400 棟 

火災 約 188,100 棟  約 63,800 棟  約 108,100 棟  約 50,300 棟 

避難者の発生 

（ピーク：1日後） 
約 339 万 人  約 276 万 人  約 320 万 人  約 101 万 人 

 

帰宅困難者 約 517 万人 

 

〇 令和元年東日本台風（台風第 19 号）に伴う稲城市の被害 

１ 気象の概要 
令和元年 10 月６日３時に発生した台風第 19 号は、非常に強い勢力を保ったま

ま、12 日 19 時前に伊豆半島に上陸し、13 日 12 時に北海道の南東海上で温帯低気

圧に変わった。 

大型で強い台風の接近に伴い西日本から東日本の太平洋側を中心に激しい雨が

降り、広い範囲で大雨特別警報が発表された。大雨特別警報は、13 日８時 40 分ま

でにすべて解除されたが、関東地方と北陸地方では 13 日未明まで、東北地方では

13 日明け方まで広い範囲で雷を伴った猛烈な雨や非常に激しい雨が降った。（気象

庁情報） 

 

２ 降雨量等について 
(1) 降り始めからの降雨量：266.5mm（10 月 11 日１時～10 月 13 日０時まで） 

(2) 最大瞬間風速：30.8m/s（10 月 12 日 20 時） 

(3) 多摩川最高水位：6.21m（22 時 00 分以降水位計の故障により測定不能） 

 

３ 避難情報の発令 
(1) 警戒レベル３ 避難準備・高齢者等避難開始（土砂災害）（12 日 10 時 30 分） 

(2) 警戒レベル４ 避難勧告（土砂災害・多摩川氾濫）（12 日 14 時 19 分） 



 

 

 

４ 避難者状況について 
風水害時の避難所 21 ヶ所を開設・運営 

(1) 開設日時：令和元年 10 月 12（土）10 時 30 分～13 日（日）７時 00 分 

(2) 避難者数：1,375 世帯 3,481 人 

 

５ 気象情報及び初動体制 

10 月 11 日 15 時 46 分 大雨、雷注意報 情報監視体制 

10 月 11 日 20 時 27 分 大雨、雷、強風注意報 情報監視体制 

10 月 12 日 ４時 14 分 大雨警報、雷・強風・洪水注意報 情報監視体制 

10 月 12 日 ６時 32 分 
大雨警報（土砂災害・浸水害）、 

洪水警報、雷・強風注意報 
 

10 月 12 日 ９時 00 分  危機管理対策本部の設置 

10 月 12 日 10 時 30 分  災害対策本部の設置 

10 月 12 日 12 時 13 分 
大雨警報（土砂災害・浸水害）、 

洪水・暴風警報、雷注意報 
災害対策本部運営 

10 月 12 日 21 時 05 分 
大雨特別警報、洪水・暴風警報、 

雷注意報 
災害対策本部運営 

10 月 12 日 23 時 55 分 
大雨警報（土砂災害）、洪水警報、 

強風注意報 
災害対策本部運営 

10 月 13 日 ２時 13 分 洪水警報、大雨注意報 災害対策本部運営 

10 月 13 日 ７時 00 分  災害対策本部解散 

10 月 13 日 16 時 52 分 洪水警報、大雨注意報解除  

 

６ 災害発生状況  16 件 

(1) 土砂崩れ ３件 

(2) 土砂流出 ３件 

(3) 道路冠水 ２件 

(4) 道路陥没 ２件 

(5) 水路崩落 ２件 

(6) 道路浸食 １件 

(7) その他  ３件 
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